
令和３年４月２８日 

市政記者 各位 

令和３年度「ふくおかしの家計簿」の発行について 

この度、本市の令和３年度予算や財政状況についてわかりやすくまとめた、市民向

けパンフレット「ふくおかしの家計簿」を昨年に引き続き作成しましたのでお知らせ

いたします。 

   記 

１ 掲載内容 

（１）令和３年度予算の概要

（２）福岡市の財政状況

（３）将来にわたり持続可能な財政運営に向けた取組み

２ 配布・閲覧時期 

令和３年４月２８日から配布・閲覧 

３ 配布・閲覧場所 

配布・閲覧：市役所１階情報プラザ、各区（各出張所）情報コーナー 

 閲 覧 の み：情報公開室、総合図書館、議会図書室、市民福祉プラザ 等 

※本市ホームページにも掲載します。

URL︓https://www.city.fukuoka.lg.jp/zaisei/zaisei/shisei/kakeibo.html

【問い合わせ】 

財政局財政部財政調整課長 中尾、池田 

電話：711-4166（内線1510） 
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●予算って何？

●令和3年度の予算は？

●収入(歳入)と支出(歳出)の内訳は？

全会計

一般会計

特別会計

企業会計

＜一般会計の収入＞

2兆1,564億円

1兆545億円

7,712億円

3,307億円

（1兆9,428億円）

（8,875億円）

（7,342億円）

（3,212億円）

前年度比
11.0％増

（　　）は前年度

（　　）は前年度

収入には、市税のほか国や県から交付されるお金や借入金などがあります。

＜一般会計の支出＞
【目的別】予算では、目的ごとにどれだけ使うのかを定めています。

目的別の支出の内訳を見ると、子育てや教育、保健・福祉・医療などにかかる予算が全体の45％を占めています。

【性質別】予算は目的別だけでなく、人件費や物件費など性質による分類からも、どれだけ使うか見ることができます。

前年度比
18.8％増

前年度比
5.0％増

前年度比
3.0％増

一般会計の予算は、過去最大の規模となっており、
政令指定都市（20都市中）では、横浜市、大阪市、
名古屋市、札幌市についで5番目の規模です。

福祉や教育、道路や公園の整備など行政の基本的な
事業を行う会計（予算の中心）です。

使用料など特定の収入で、特定の事業を行う場合など
に設ける会計です。福岡市には現在15会計（国民健康
保険事業、介護保険事業など）あります。

民間企業と同じように、事業収益で運営している会計
です。福岡市には現在5会計（モーターボート、下水道、
水道、工業用水、地下鉄）があります。

道路や学校など長期間使用する施設建設など
の財源として市が借り入れる長期借入金です。
毎年度一定額を返済することで、市の財政負担
を平準化しています。

地方交付税の代わりとして地方が発行
する市債です。その償還財源は、国から
全額地方交付税で措置されます。

地方の税収の差などを調整
するため、国から自治体に交
付されるお金です。

市税などのように使途が特定されず、
どのような経費にも使用できる資金

道路や公園、学校など社会資本を
整備するための経費

　福岡市に1年間に入ってくる収入を見積もり、その使い道を決めるのが予算です。つまり、みなさんが収
めた税金などが、どのような事業にどれくらい使われるのかを示したものです。福岡市の予算は、どの収入
がどこに使われているか、収入と支出の関係をはっきりさせるため、3つの会計に分かれています。

特定財源
5,864億円
55.6％

特定財源
5,864億円
55.6％

その他
4,200億円
39.9％

その他
4,200億円
39.9％

消費的経費
5,519億円
52.3％

消費的経費
5,519億円
52.3％

投資的経費
826億円
7.8％

投資的経費
826億円
7.8％

諸収入など
2,976億円
（1,308億円）

諸収入など
2,976億円
（1,308億円）

収入
1兆545億円
（8,875億円）

収入
1兆545億円
（8,875億円）

支出
【目的別】
1兆545億円
（8,875億円）

支出
【目的別】
1兆545億円
（8,875億円）

支出
【性質別】
1兆545億円
（8,875億円）

支出
【性質別】
1兆545億円
（8,875億円）

一般財源
4,681億円
44.4％

一般財源
4,681億円
44.4％

使用料及び手数料
262億円
（268億円）

使用料及び手数料
262億円
（268億円）

市債
486億円
（495億円）

市債
486億円
（495億円）

新型コロナウイルス感染症の影響を
受ける事業者支援として、商工金融
資金の融資枠を拡充し、過去最大
規模の融資枠を確保したことにより
増加しています。

貸付金
2,560億円
（793億円）

貸付金
2,560億円
（793億円）

投資及び出資金
46億円
（43億円）

投資及び出資金
46億円
（43億円）

公債費
967億円
（974億円）

公債費
967億円
（974億円）

県支出金
457億円
（409億円）

県支出金
457億円
（409億円）

国庫支出金
1,683億円
（1,717億円）

国庫支出金
1,683億円
（1,717億円）

その他交付金など
765億円
（691億円）

その他交付金など
765億円
（691億円）

臨時財政対策債
435億円
（280億円）

臨時財政対策債
435億円
（280億円）

地方交付税
315億円
（310億円）

地方交付税
315億円
（310億円）

個人や法人が納める市民税や、土地や
家屋などを持っている方に納めていただ
く固定資産税など、市民のみなさんに負
担いただくお金です。宿泊税も市税に含
まれます。

新型コロナウイルス感染症
の影響を受ける事業者支援
により増加しています。

光熱水費、消耗品費、施
設の管理費などです。

生活保護費などの医療・
福祉のための経費です。
障がい児・者施設給付費
や就学前児童の教育・保
育に係る給付費などによ
り増加しています。

特別会計・企業会計に
支出する経費です。

借金の返済のための
費用です。

市税
3,166億円
（3,397億円）

市税
3,166億円
（3,397億円）

教育費
1,334億円
（1,322億円）

教育費
1,334億円
（1,322億円）

都市計画費
491億円
（536億円）

都市計画費
491億円
（536億円）

土木費
360億円
（418億円）

土木費
360億円
（418億円）

普通建設事業費等
826億円
（948億円）

普通建設事業費等
826億円
（948億円）

維持補修費
96億円
（115億円）

維持補修費
96億円
（115億円）

その他
1,013億円
（958億円）

その他
1,013億円
（958億円）

繰出金
609億円
（609億円）

繰出金
609億円
（609億円）

積立金
18億円
（31億円）

積立金
18億円
（31億円）

公債費
973億円
（980億円）

公債費
973億円
（980億円）

こども育成費
1,248億円
（1,301億円）

こども育成費
1,248億円
（1,301億円）

人件費
1,483億円
（1,483億円）

人件費
1,483億円
（1,483億円）

物件費
955億円
（950億円）

物件費
955億円
（950億円）

補助費等
614億円
（594億円）

補助費等
614億円
（594億円）

扶助費
2,371億円
（2,334億円）

扶助費
2,371億円
（2,334億円）

保健福祉費
2,163億円
（2,128億円）

保健福祉費
2,163億円
（2,128億円）

環境費
267億円
（331億円）

環境費
267億円
（331億円）

経済観光文化費
2,696億円
（901億円）

経済観光文化費
2,696億円
（901億円）
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　一般会計の予算を市民一人あたりに換算すると約67万円となり、市民生活の向上や地域経済の
活性化などいろいろな施策に取り組んでいます。

一般会計の予算（1兆545億円）を年間の収支が500万円（１ヶ月あたり41万6,000円）の
家計に置き換えて説明します。

2,785

2,183

1,398

1,256

744

681

417

355

273

203

160

90

10,545

178,200

139,700

89,500

80,300

47,600

43,600

26,700

22,700

17,500

13,000

10,200

5,800

674,800

地域経済の発展に

保健・医療・福祉に

学校や教育に

こどもの育成に

行政の運営に

災害に強いまちに

地域活動・文化・スポーツに

清潔なまちに

地下鉄・水道事業の支援に

公園整備や緑の保全に

新鮮で安全な食料の提供に

（26.4%）

（20.7%）

（13.3%）

（11.9%）

（7.1%）

（6.5%）

（3.9%）

（3.4%）

（2.6%）

（1.9%）

（1.5%）

（0.9%）

（100.0%）

道路・住宅・計画的な
まちづくりに

　ローンを3万8,000円返済する一方、

新たな借入は3万6,000円に抑えました。

　借金残高を減らす努力をしています。

　医療費・保育料など（扶助費）、ローンの返済（公債費）、

食費（人件費）、の３つは、「義務的経費」と呼ばれています。

　これが多いのは、一般家庭のエンゲル係数（家庭にお

ける食費の占める割合）が高いことと同じで、家計にあま

り余裕がないことを意味します。ちなみに、福岡市の歳出

総額に占める義務的経費の割合は45.8％で、政令市平

均は52.6％です。

27万8,000円 9万4,000円

3万8,000円

5万9,000円

3万8,000円

3万6,000円

4万8,000円

10万3,000円

15万8,000円
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●どのような事業に使うの？
　令和３年度予算は、令和２年度２月補正予算と一体的に編成しています。その中から主な取組みを
紹介します。

新型コロナウイルス感染症対策関連

「安全・安心」な環境づくりと「未来」を育むチャレンジ

検査・医療提供体制の充実

市民生活への支援

事業者への支援

新型コロナウイルスワクチン接種
95億273万円（補正）

すべての子どもの未来を育む

教育環境の充実

誰もが安心して暮らしやすいまちに

新型コロナウイルスワクチンを円滑に接種する
ことができるよう、医療機関等との調整や接種
会場の整備、市民への接種勧奨などワクチン接
種体制を確保します。

医療機関等への支援
2億8,281万円（補正）

新型コロナウイルス感染症の最前線で対応して
いる医療従事者や介護施設等の従事者に対し
て、支援金を交付します。

プレコンセプションケア推進事業
3,634万円

30歳を迎える女性を対象に、将来の妊娠を含
め、自身の健康づくりやライフプランを考える
きっかけとなる医療機関での検査及び説明に係
る費用を助成します。
（自己負担500円）

不妊・不育で悩む方々への支援の充実
6億6,635万円（うち補正6億3,873万円）

特定不妊治療費助成について、所得制限の撤
廃、助成額・助成回数の増、事実婚の夫婦を対象
に追加します。また、一般不妊治療
費助成と不育症検査費・治療費助
成について、所得制限を撤廃し、事
実婚の夫婦を対象に追加します。

こども医療費通院助成の拡充
7億7,627万円

令和3年7月から通院助成対象を中学生まで拡
大し、3歳から中学生の自己負担額を1医療機関
1月あたり一律500円までに軽減します。

ひとり親家庭自立支援給付金事業
1億4,435万円

就職に結びつく資格等の取得を支援するため、
修学中に生活費（非課税世帯10万円/月、課税世
帯7万5百円/月）を支給する対象資格を10資格
から21資格へ拡大します。

GIGAスクールの推進
15億3,397万円（うち補正1億3,681万円）

児童生徒1人1台端末やアプリを活用した新し
い学習スタイルを確立するとともに、インター
ネット環境がない家庭へモバイルルータの貸し
出しを行います。

スクールカウンセラー等の増員
7億3,742万円

児童生徒等への心のケアの充実を図るため、ス
クールカウンセラーを増員するほか、全中学校
区・高校に配置しているスクー
ルソーシャルワーカーを特別支
援学校にも試行的に配置します。

重度障がい者等就労支援事業
1,275万円

重度障がい者等の雇用を促進するため、通勤や
職場等におけるトイレや食事など、就業中に必
要となる介助を福祉サービスの
対象として実施します。

ミドル世代就職支援事業
914万円

コロナの影響を受けた働き盛りのミドル世代を
対象とした就職支援として、博多区の就労相談
窓口にミドル世代専任の窓口相談員と求人開拓
員を配置します。

※令和２年度２月補正予算については、（補正）もしくは（うち補正）と記載

検査体制の充実
15億6,877万円（補正）

医療・介護従事者や陽性者が多発している地域
の関係者への無償の検査や、検査を希望する高
齢者や分娩前の妊婦への検査費用助成を行い
ます。

健康観察等フォローアップ
6,855万円（補正）

新型コロナウイルスに感染し、やむを得ず自宅
待機する方へ、パルスオキシメーターの貸与や
食料品などの配付による生活支援や、スマート
フォンのアプリなどを活用した健康観察等を実
施します。

感染症対策等代替保育サポート事業
505万円

感染症等により休園となった保育施設等を利用
する方に、代替保育として訪問型保育サービス
の利用費用の一部を助成します。

市有施設の手洗い水栓の非接触化等
12億8,293万円（補正）

感染対策のため、おもに高齢者や障がい者、子
どもが利用する市有施設の手洗い水栓につい
て、自動式や自閉式の水栓に
取り換えます。

感染症対応シティ促進事業
17億4,000万円（補正）

飲食店や理美容など市民が立ち寄る来店型の
店舗等を対象に、換気設備やモバイルオーダー
システム導入などの感染症対策経費の2/3、最
大60万円を
補助します。

商工金融資金の融資枠の拡大
2,481億5,900万円

市内中小企業・小規模事業者の資金需要に対応
できるよう、当初予算としては
過去最大規模の融資枠を確保
します。

検体採取 検査
自宅
待機者配送生活支援物資生活支援物資
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「都市」と「自然」が調和したまちづくりにチャレンジ

未来に向けて生まれ変わるまち

脱炭素社会へのチャレンジ

市街化調整区域の活性化

災害に強いまちづくり

九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくり
9億4,823万円

九州大学箱崎キャンパス跡地等において、先進
的なまちづくりや都市基盤整備等の取組みを進
めます。

天神通線整備～天神地区の混雑緩和～
30億4,800万円（うち補正13億）

天神地区における交通混雑の緩和やバスの定
時性確保などを図るため、沿線のまちづくりと
一体となって天神通線の整備に取り組みます。

Fukuoka East ＆ West Coast プロジェクト
2億2,415万円

海辺の観光周遊コースの形成や、豊かな自然環
境と調和した道づくり、海づり公
園施設の再配置に向けた基本
設計など、志賀島・北崎エリアの
魅力向上に取り組みます。

油山市民の森等リニューアル事業
7,929万円

油山市民の森と油山
牧場のリニューアル
に向けて、事業者の公
募やトイレの改修等
を行います。

宅配ボックス購入補助
1億3,973万円

通信販売の拡大により宅配数
が伸びていることから、再配
達を抑制し、CO2排出削減を
図るため、宅配ボックスの購
入費用を補助します。

再生可能エネルギー由来電力の利用促進
366万円

再生可能エネルギーにかかる小売電気の情報や
導入機会（共同購入手法の活用）を提供するなど
利用しやすい環境づくりを進めます。

災害対策本部機能の強化
10億3,121万円

災害対策本部機能を、市役所15階に移転すると
ともに、迅速な情報伝達
や災害対応に必要なICT
機器の導入や活動スペー
スの整備等を行います。

大容量送水管整備事業
3億1,660万円

災害時応急給水用の水を確保す
るため、貯留機能を併せ持つ大容
量送水管の新設に取り組みます。

「経済の元気」と「新しい時代」へのチャレンジ

DX（デジタルトランスフォーメーション）へのチャレンジ

新しい生活様式へのチャレンジ

国際金融機能誘致の推進

公民館Wi－Fi 環境整備事業等
5,889万円（うち補正5,089万円）

地域のデジタル化促進拠点として活用するた
め、公民館にWi-Fi環境を整備します。また、公民
館でオンライン申請相談会を実施するなど、市
民や地域のデジタル化
の促進に取り組みます。

中小企業等のDX促進モデル事業等
9,063万円（うち補正8,282万円）

市内の中小企業等のDXを促進するため、モデル
ケースになりうる取組みを支援しま
す。また、企業間取引のデジタル化を
テーマとしたセミナーの開催やITコー
ディネーター等の専門家派遣など、中
小企業の生産性向上を支援します。

全市版プレミアム付商品券事業
3億8,900万円（補正）

福岡商工会議所・志賀商工会・早良商工会が共
同で実施する、市内全域の登録店舗で利用可能
な電子版プレミアム付商品券
事業を支援します。

宿泊施設の高付加価値化等支援事業
2億8,393万円（補正）

非対面化・非接触化など、宿泊施設が取り組むポ
ストコロナを見据え
た、施設・サービスの
高付加価値化や事業
者の生産性向上の取
組みを支援します。

観光案内機能の強化事業
1,655万円

デジタルを活用した非対面・非接
触によるリモート観光案内を実施
します。

福岡型ワーケーション推進事業
1億1,410万円（補正）

ビジネス環境の良さと観光の魅力を活かした
ワーケーション商品の造成・販売や、関連サービ
スの情報発信を行い、ビジネ
ス旅行による消費の拡大を
図ります。

国際金融機能の誘致
4,584万円

国際金融に特化したワンストップサポート窓口の
運営やフィンテック事業者への支援のほか、外資
系金融機関を対象としたプロモーションや国際金
融に関する地場企業向け
フォーラムを開催します。

外国人支援ボランティアバンク
453万円

（公財）福岡よかトピア国際交流財団に「外国人
支援ボランティアバンク」を創設し、日本語がわ
からない外国人の日常的な相
談等に対して、ボランティアに
よるきめ細かな個別支援など
を実施します。

リモート観光案内イメージ

※ワーケーション
　「ワーク」と「バケーション」を合わせた造語で、テレ
　ワーク等を活用し、余暇を楽しみつつ仕事を行うこと

※フィンテック
　キャッシュレス決済等、ICT技術を活用した
　革新的な金融サービス ※写真はイメージです



「都市」と「自然」が調和したまちづくりにチャレンジ

未来に向けて生まれ変わるまち

脱炭素社会へのチャレンジ

市街化調整区域の活性化

災害に強いまちづくり

九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくり
9億4,823万円

九州大学箱崎キャンパス跡地等において、先進
的なまちづくりや都市基盤整備等の取組みを進
めます。
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Fukuoka East ＆ West Coast プロジェクト
2億2,415万円
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境と調和した道づくり、海づり公
園施設の再配置に向けた基本
設計など、志賀島・北崎エリアの
魅力向上に取り組みます。

油山市民の森等リニューアル事業
7,929万円

油山市民の森と油山
牧場のリニューアル
に向けて、事業者の公
募やトイレの改修等
を行います。

宅配ボックス購入補助
1億3,973万円

通信販売の拡大により宅配数
が伸びていることから、再配
達を抑制し、CO2排出削減を
図るため、宅配ボックスの購
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量送水管の新設に取り組みます。
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DX（デジタルトランスフォーメーション）へのチャレンジ

新しい生活様式へのチャレンジ

国際金融機能誘致の推進
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デジタルを活用した非対面・非接
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（公財）福岡よかトピア国際交流財団に「外国人
支援ボランティアバンク」を創設し、日本語がわ
からない外国人の日常的な相
談等に対して、ボランティアに
よるきめ細かな個別支援など
を実施します。
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城南区

わかりやすく効果的な情報発信
（戦略的広報） 119万円
共創のまちづくりを進めるため、地域や大学等
と連携して、オンライン講座や動画配信による
情報発信に取り組むほか、区のシンボルキャラ
クター「ニッコりん」を活用して地域の魅力を発
信する動画を作成する
など、わかりやすい広報
に取り組みます。

ユニバーサル区役所推進事業
290万円

手洗い水栓の非接触化や
窓口案内人の配置など、
安全で快適に利用してい
ただける区役所づくりに
取り組みます。

早良区

「公民館を拠点とした地域包括
ケアシステム」の推進 191万円
人生100年時代に向けて、住み慣れた地域で、安
心して暮らし続けることができるよう、地域、大
学、団体、行政の共創により地域包括ケア関連講
座や認知症の映画上
映、オーラルフレイル
（口から始まる体の衰
え）予防等の取組みを
推進します。

待合スペースの確保と
区役所1階フロア木質化 2,539万円
区役所1階フロアで、ゆとりある待合スペースを
確保するとともに、地域産材を利用した木質化
を行い、木と自然
の温もりが感じら
れる、安心感のあ
る区役所を目指し
ます。

西　区

地域自主防災力の充実・強化及び
外国人向け防災活動支援 186万円
校区の防災計画の見直しや防
災訓練の支援、研修会による防
災知識の普及を図るとともに、
外国人向け防災マップを作成
し、防災に必要な知識の啓
発等を行うほか、西区内に
毛布や食料などを備蓄する
防災倉庫を確保します。

ICT を活用した離島における
健康づくり事業 31万円
小呂島、玄界島において、健康づくり・介護予防
のための運動実技や、認知症予防の講話等をオ
ンラインで定期的
に実施します。

各区のまちづくり

東　区

中央区

博多区

南　区

千早証明サービスコーナーのマイナンバー
カード交付窓口の充実・強化 202万円
なみきクスエア内の千早証明サービスコーナー
において、専用窓口設置など
により、マイナンバーカードの
交付件数を増やし、区役所へ
の来庁者の分散化を促進し、
混雑緩和を図ります。

東区認知症に優しいまちづくり事業
73万円

市民の認知症高齢者への理解を促進するため、
地域、大学、医療・介護の専門職と連携して、ホー
ムページ・SNSによる情報発信
や認知症声かけ模擬訓練等を実
施します。

地域防災・防犯対策の推進
101万円

近年増加している大規模な自然災害に対応でき
るよう、地域住民・施
設管理者・市職員が
連携し、感染症対策
も講じた避難所運営
を推進します。

地域と専門学校の共創
61万円

博多区内に多く立地する専門学校と地域を結
び、学校の専門性と学生の
活動力を地域活動に活か
す取組みを行うなど、区の
特性を活かした「共創のま
ちづくり」を推進します。

地球環境に優しい庁舎環境の整備
1,045万円

地域産木材を積極的に利用した区役所玄関前
広場の改修を行うとともに、コロナ禍において
も、来庁した市民が安
心して快適に過ごすこ
とのできる庁舎環境
の整備を行います。

コロナ禍でも実施可能な
多職種連携体制の整備 27万円
医療職、介護職、行政職などの多職種連携を進め
るにあたり、コロナ禍において
も必要となる関係者との情報
共有や研修の場を維持してい
くために、オンラインで情報交
換ができる環境を整備します。

桧原桜を活かしたまちづくり事業
357万円

開花を目前に道路工事で伐採される予定だった桜
が、延命を嘆願した住民の短歌をきっかけに伐採を
免れたという、桧原桜のエピソー
ドを広めるため、桜をテーマとし
た短歌募集と、SNSを活用した
フォトコンテストを実施します。

よかトレ実践ステーション
41万円

区薬剤師会と連携して、身近な薬局などをよかト
レ実践ステーション（介護予
防に効果的な運動が実践で
きる場所）として位置づけ、
地域住民の健康づくりをサ
ポートします。
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（全会計　～R1:決算額　R2:最終予算額　R3:当初予算額）

※令和2年3月31日現在の登録人口（住民基本台帳登録人口）

※特別会計のうち、伊都土地区画整理事業については、令和2年度より一般会計に移管
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市の借金（市債）は、1兆9,991億円
　市債残高は、最大時の平成16年度末には2兆 5,000億円以上になりました。その後、毎年、新たに発
行する市債の額を抑制することなどにより、市債残高は着実に減ってきており、令和３年度末には1兆
9,991億円程度になる見込みです。

（年度）

　市債残高※は、政令指定都市の中でも高い水準にあり、市民一人あたりに換算すると５番目に多くなっ
ています。

市民一人あたりの市債残高は、約77万円

■市民一人あたり市債残高の比較（R1: 決算額、普通会計）

（億円）

H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26
（年度）

1,435

　福岡市では、国の景気対策とも連動し、立ち遅れていた都市基盤・生活基盤（道路・下水道・文化・スポー
ツ施設等）の整備を、市債を活用して積極的に推進してきました。
　市民生活向上に寄与する社会資本整備が飛躍的に向上した反面、市債残高は急激に増加しました。

令和元度平成4年度

主に下水道や道路など、将来世代の市民も使う
公共施設をつくるために使用

下水道や道路、地下鉄などの整備を積極的に行ったため、市債残高が増加
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※注 1: 平成 4年度当時の政令指定都市12都市中の順位 (東京都 (区部 ) を除く )
※注 2: 令和元年度当時の政令指定都市20都市中の順位 (東京都 (区部 ) を除く )

　借金（市債）は、主に何十年の長期にわたって使
用する公共施設をつくるための財源となってい
ます。その理由は、下水道や道路などの長期にわ
たって使用する公共施設については、施設をつく
る年の市民だけで全ての建設費用を負担するの
ではなく、施設を使用して便益を受ける将来世代
の市民にも負担してもらうことが公平だと考え
られるためです。

■満期一括積立金を含む全会計市債残高の推移

■市債残高（満期一括積立金を除く）の推移 ■市債発行額の推移（全会計　～R1:決算額　R2:最終予算額　R3:当初予算額）

■市の社会資本の整備水準
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※令和2年3月31日現在の登録人口（住民基本台帳登録人口）
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収入が大幅に伸びない中、
義務的経費の支出が高止まり、財政が硬直化

県費負担教職員制度の
権限移譲に伴う増加
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　福祉や医療などの固定的な経費（義務的経費）が増加し、新し
い事業への投資に使えるお金が少なくなってきています。

一般財源は微増の傾向

財政調整基金の状況

　一般財源のうち、市税収入は、個人市民税・固定資産税の増や宿泊税の課税開始などにより、これまで増加
傾向で推移していました。令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響等で、個人市民税や法人市民税の
大幅な減収が見込まれるため、財政調整基金を活用することで前年度並みの一般財源を確保しています。

　財政調整基金は、年度間の財源の不均衡等を調整するための基金として、財源に余裕がある場合や決算余剰金が
発生した場合に積み立てを行います。新型コロナウイルス感染症の影響などのように、経済情勢の変動によって財源
が不足する場合や、災害発生など緊急に支出が必要な場合等に取り崩して活用します。そのため、福岡市では、可能な
限り財政調整基金を確保しておく必要があると考えており、過去10年にわたり着実に残高を増やしてきたところです。

○市債残高（借金）は確実に減少しつづけていますが、他の政令市と比較して依然とし
て高い水準にあります。
○3年度は新型コロナウイルス感染症の影響により市税収入が大幅に減少する見込みで
あり、その後の4年度以降についても一般財源の大幅な伸びは期待できません。
○一方、社会保障関係費の増加や公共施設等の改修・修繕等に係る財政需要の増大が見
込まれており、福岡市の財政は当面厳しい状況が続くことが予想されます。
○将来世代に過度な負担を残さないためにも、健全な財政運営の取組みを着実に進めて
いく必要があります。
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一般財源総額（令和3年度当初予算）※財政調整基金取崩前
4,580

～現行制度等を前提とした姿～

※財政運営プラン原案（令和３年３月）より抜粋

○ 大幅な伸びが期待できない一般財源
○ 伸び続ける社会保障関係費
  ・医療や介護保険への公費負担の増加
 ・福祉サービスに必要な公費負担の増加（生活保護、児童福祉、障がい福祉等）
○ 公共施設等の改修・修繕等に係る経費の増加
○ 高止まりを続ける公債費

○ 老年人口（65歳以上）が増加し、生産年齢人口の割合が低下
 特に、75歳以上（後期高齢者）は15年間で1.5倍に
○ 保育所等入所児童、生活保護世帯、障がいのある方が引き続き増加していく見込み
○ 昭和40～50年代に整備した公共施設等の老朽化の進行
○ 新型コロナウイルス感染症に起因する社会経済情勢の変化

○本市財政の見通しを踏まえ、市民生活に必要な行政サービスを安定的に提供しつつ、重要
施策の推進や新たな課題に対応するために必要な財源を確保できるよう、政策推進プラン
に基づき投資の選択と集中を図るとともに、歳入の積極的な確保や行政運営の効率化、既
存事業の見直しなど徹底した事業の選択と集中や不断の改善に取り組みます。

○また、中長期的に、「生活の質の向上」と「都市の成長」のために必要な施策事業の推進
により税源の涵養を図りつつ、超高齢社会に対応する持続可能な仕組みづくりやアセット
マネジメントの推進、市債残高の縮減に向けた市債発行の抑制などにより、将来にわたり
持続可能な財政運営に取り組みます。

①市税及び税外債権の確保
②市有財産の有効活用等による財源の確保

①民間活力・ICTの活用や組織の最適化
②企業会計・特別会計における見直し
③外郭団体等の見直し

①ガイドラインに沿った補助金の適切な運用
②国・県との財政負担の適正化
③規制緩和による民間活力の誘導

①持続可能な個人給付施策等の構築
②使用料等における受益者負担の適正化

①施設の維持管理コストの縮減
②施設の老朽化への適切な対応
③施設の必要性の見直しや配置の最適化

①長期的な市債残高の縮減に向けた発行抑制
②将来負担比率の適正な管理

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

4,389 4,427 4,467 4,479 4,527 4,534 4,545 4,563

＜主な取組み＞

＜基本的な方針＞

本市財政は、当面は厳しい状況が続くことが予想される
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※1　満期一括償還のために既に償還財源を市債管理基金に積み立てたもの。
※2　臨時財政対策債は、国が地方交付税として交付する代わりに、地方に自ら市債を発行させ財源を調達するもの。
　　  その償還（返済）にあたっては、後年度に国から全額地方交付税で措置されます。
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●将来にわたり持続可能な財政運営に向けた令和3年度における取組みは？

　令和３年度の予算編成においては、「歳入の積極的確保」や「行政運営の効率化」などの取組みを進める
ことで、約108億円の財源を確保しました。

　令和3年度の一般会計の市債発行額は921億円で、臨時財政対策債の大幅な増加（＋155億円）等に
より、令和2年度当初予算額から146億円増加しました。

　令和3年度末の満期一括積立金(※1)を除く全会計市債残高見込額から国が償還額を全額地方交付税
措置する臨時財政対策債(※2)の残高見込額を除いた額は、ピーク時の平成16年度末より9,409億円
縮減しています。
　また、その市民一人あたり市債残高見込額は、平成16年度末から約84万円減少し約101万円となり
ます。

（～R1: 決算額　R2: 最終予算額　R3: 当初予算額） （～R1: 決算額　R2: 最終予算額　R3: 当初予算額）

108億円108億円108億円財源確保総額

①企業会計・特別会計における見直し 18億円

・モーターボート競走事業収益の確保による一般会計への繰出金の増   15億円
 など

③その他行政運営の効率化 5億円

・学校プール開放事業実施方法の見直し　など   1億円

・学校給食公社委託料の見直し   4億円

②外郭団体等の見直し 4億円

27億円27億円27億円行政運営の効率化

①収入・収納率の向上 8億円

・宿泊税の課税　など   7億円

②その他歳入の確保 46億円

・未利用地等の売却・貸付　など   40億円

54億円54億円54億円歳入の積極的な確保

・土地開発公社の解散による残余財産の帰属   19億円
・道路直営灯のLED化による電気料の削減   1億円
 など

27億円27億円27億円その他公共施設の見直し　等
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